
グラフで見る岐阜県経済

＜令和4年1月から3月までのデータを中心に＞

令和4年6月10日現在

岐阜県環境生活部統計課

 



1 景気動向指数 － 景気動向指数は足ぶみを示している。

2 景況感 － 景況ＤＩは2期ぶりに低下したが、来期は上昇する見通し。

3 生産動向 － 1-3月期の生産は前期比で上昇している。

4 設備投資 － 1-3月期の建築着工床面積は前年を上回った。

5 公共工事 － 1-3月期は3期連続して前年を下回った。

6 企業の倒産 － 1-4月の倒産件数と負債総額は前年を上回った。

7 雇用情勢 － 有効求人倍率と新規求人倍率は全国平均を上回っている。

8 個人消費 － 令和4年4月の大型小売店販売額は、全店ベースで減少し、既存店ベースで増加した。

1-3月期の新車販売台数は3期連続して前年を下回った。

1-3月期の住宅着工戸数は5期ぶりに前年を下回った。

9 消費者物価 － 令和4年4月の消費者物価指数（総合）は前年を上回った。

10 観光 －

11 金融 － 円・ドル為替レートは円安方向に推移している。

<

参
考

>

県内上場企業の業績
（金融機関を除く） －

2022年3月期決算の売上高は、製造業13社のうち12社で前年を上回り、非製造業7社のう
ち7社で前年を上回った。

グラフで見る岐阜県経済の概要（令和4年1-3月期）

1-3月期の主要観光地の観光（宿泊）客数は長良川温泉旅館、高山地区（旧高山市）、下
呂温泉で前年を上回った。

（総論）景気は、緩やかに持ち直している。



１　景気動向指数
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県統計課「岐阜県景気動向指数」

岐阜県景気動向指数（ＣＩ一致指数）の推移

一致指数 同・3か月後方移動平均 同・7か月後方移動平均

（平成27年=100）

○景気動向指数は足踏みを示している。ＣＩ一致指数の3月分は、前月と比較して2.3ポイント上昇し、

91.4となった。3か月後方移動平均は、前月と比較して0.71ポイント上昇し、7か月後方移動平均は、前

月と比較して0.16ポイント上昇した。

CIとは、景気に敏感な指標の量的な動きを合成した指標であり、主として景気変動の大きさやテンポ（量感）を表す。一般に、一致指数が上昇して

いる時が景気の拡張局面、低下している時が後退局面であり、一致指数の変化の大きさが景気の拡張または後退のテンポを表す。



２　企業の景況感
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（ポイント）景況ＤＩの推移

悪化 不変

好転 景況DI（右軸）
（公財）岐阜県産業経済振興センター

今回調査の時点：令和4年3月1日

※令和4年Ⅱ期は予想

○県産業経済振興センター調査によると、1-3月

期の輸出向け売上高DIは、全体で7.7ポイント

低下し、2期連続低下した。来期は上昇する見

通し。

○県産業経済振興センター調査によると、1-3月

期の景況ＤＩは、全体で2期ぶりに16.8ポイント

低下した。来期は製造業、非製造業ともに上

昇し、全体でも上昇する見通し。

ＤＩは、構成する指標のうち改善している指標の割合を算出することで、景気の各経済部門への波及の度合いを表しています。本調査は、それぞれ

の項目について企業に調査し、「好転（増加）」と答えた割合から「悪化（減少）」と答えた割合を引いた値をＤＩとして表記しています。
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（ポイント）
輸出向け売上高ＤＩの推移

減少 不変

増加 輸出向けDI（右軸）
（公財）岐阜県産業経済振興センター

今回調査の時点：令和4年3月1日

※令和4年Ⅱ期は予想



３　生産動向①：鉱工業指数

○鉱工業指数（生産）は1-3月期は前期比で

0.4%上昇し、3月は前月比で12.3％上昇した。

○3月の主要業種の鉱工業指数（生産）は全業種

で前月から上昇した。
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生産 108.4

出荷 100.5

在庫 114.6

※令和4年3月

(季節調整済、平成27年=100)

県統計課「岐阜県鉱工業指数」
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金属製品工業 103.2

機械工業 100.3

窯業・土石製品工業 89.0

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品工業 134.4

化学工業 178.8

県統計課「岐阜県鉱工業指数」

(季節調整済、平成27年=100)

※令和4年3月



３　生産動向②：輸出の動向

○令和4年4月の名古屋税関管内輸出額は、

3か月連続で前年を上回った。

○令和4年4月の地域別輸出額は、アジア、

中東、西欧、北米のすべてで前年を上回っ

た。
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４　設備投資

○1-3月期の建築着工床面積は、鉱工業用、商

業用は前年を上回り、サービス業用は前年を

下回った。
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(％) 岐阜県内建築着工床面積（用途別前年同期比寄与度）

サービス業用

商業用

鉱工業用

鉱工業用、商業用、サービス業用計

岐阜県「建築着工統計」

○金属工作機械受注額については、中部経済産

業局にて調査を取りやめることとなりました。



R2年度 R3年度

R2.4-
R3.3

R3.4-
R4.3

国 73,457 49,450 △ 32.7 △ 8.9

69,515 45,702 △ 34.3 △ 8.8

2,642 2,311 △ 12.5 △ 0.1

1,300 1,436 10.5 0.1

13,943 31,073 122.9 6.4

9,541 24,717 159.1 5.6

328 598 82.6 0.1

4,074 5,758 41.3 0.6

88,418 108,720 23.0 7.5

88,105 70,215 △ 20.3 △ 6.6

1,569 1,682 7.2 0.0

3,967 5,575 40.5 0.6

269,459 266,715 △ 1.0 －

※事務組合等、下水道事業団、土地改良区など

その他

独立行政法人等

合　計

中日本高速道路（株）

東日本建設業保証(株)岐阜支店「前払金保証取扱状況」

水資源機構

その他

県

市町村

地方公社

その他　※

国土交通省

農林水産省

５　公共工事

発注者別公共工事請負金額の動向（工事場所：岐阜県）

(単位：百万円，％）

前年度比
増減率

寄与度

○1-3月期の公共工事請負金額は、3期連続して前年を下回った。
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公共工事請負金額（工事場所：岐阜県）

東日本建設業保証(株)岐阜支店「前払金保証取扱状況」

令和4年I期

▲16.1 ％

(前年同期比増減率)



６　企業の倒産

○1-4月の倒産件数と負債総額は、前年を上

回った。

○倒産件数を業種別にみると、サービス業他(10件)、

建設業(7件)、製造業(6件)、卸売業(4件)、小売業(4

件)で、約9割を占めている。

サービス業他

10件

28.6%

建設業

7件

20.0%
製造業

6件

17.1%

卸売業

4件

11.4%

小売業

4件

11.4%

運輸業

2件

5.7%

情報通信業

2件

5.7%

業種別倒産件数（岐阜県・令和4年1月-4月累計）
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（株）東京商工リサーチ岐阜支店「岐阜県下企業倒産月報」

負債総額1千万円以上

（株）東京商工リサーチ岐阜支店「岐阜県下企業倒産月報」

負債総額1千万円以上



７　雇用情勢①
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有効求人倍率と新規求人倍率の推移

厚生労働省「一般職業紹介状況」

（季節調整値）

○新規求人数は、令和4年2月以降増加傾向に

ある。新規求職者数は、令和2年9月以降横

ばいの傾向にある。

○岐阜県の有効求人倍率と新規求人倍率は

全国平均を上回っている。
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新規求職者数

新規求人数

（季節調整値）

新規求人倍率

（岐阜県） 2.80倍

（全国） 2.19倍

有効求人倍率

（岐阜県） 1.61倍

（全国） 1.23倍

令和4年4月

16,028人

令和4年4月

5,722人



え

７　雇用情勢②

○失業率は、全国と比較して低い水準にあ

る。

○ 雇用保険受給者数は、令和3年6月以降

前年を下回っている。
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全国 令和4年 4月 2.5％

東海 令和4年 1- 3月期 1.9％

岐阜 令和4年 1- 3月期 1.2％

総務省「労働力調査」
注）東海は岐阜県・静岡県・愛知県・三重県

※全国のみ季節調整値

岐阜はモデル推計値

令和4年4月 ▲17.7%
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７　雇用情勢③　所定外労働時間数及び現金給与総額
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(岐阜県製造業 30人以上事業所）

県統計課「毎月勤労統計調査」

（令和2年=100）

※ 令和4年3月まで

○3月の所定外労働時間指数（製造業 30人以

上事業所）は132.4であった。

○3月の現金給与総額は、前年同月比で5人以上

で6.2%、30人以上事業所で5.6%上昇した。
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現金給与総額の推移（産業計 5人以上事業所）

岐阜県 令和4年3月 6.2％

全 国 令和4年4月 1.7％（速報）

(前年同月比増減率)

厚生労働省、県統計課「毎月勤労統計調査」
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現金給与総額の推移（産業計 30人以上事業所）

岐阜県 令和4年3月 5.6％

全 国 令和4年4月 3.0％（速報）

(前年同月比増減率)

厚生労働省、県統計課「毎月勤労統計調査」



5.95567867
-5.280393

８　個人消費①

○令和4年4月の大型小売店販売額（百貨店及

びスーパー）は、前年同月比で全店ベースで

0.2％減少し、既存店ベースで0.5％増加した。

○1-3月期の新車販売台数合計は、3期連続

して前年を下回った。
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（百貨店＆スーパー＜全店＞）

岐阜県 令和4年4月 ▲0.2%（速報）

全 国 令和4年4月 4.6%（速報）

（前年同月比増減率）
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大型小売店販売額の推移

（百貨店＆スーパー＜既存店＞）

岐阜県 令和4年4月 0.5%（速報）

全 国 令和4年4月 4.0%（速報）

（前年同月比増減率）
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（％） 新車販売台数の動向（岐阜県）

新車販売台数（軽自動車）

新車販売台数（除く軽)

新車販売台数合計

(前年同期比増減率)

(一社)日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会

※ 令和2年3月に調査対象変更

※ 令和2年3月に調査対象変更

（前年同期比）

△ 14.9%

△ 20.4%

△ 17.2%新車販売台数合計

新車販売台数（除く軽)

新車販売台数（軽自動車）
R4年Ⅰ期
（1-3月)

作業中：概要.xlsx


８　個人消費②：住宅着工

○1-3月期の住宅着工戸数は、5期ぶりに前年を下回った。
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(戸) 新設住宅着工戸数の動向(岐阜県)

国土交通省「住宅着工統計」
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※毎年Ⅰ期のみ戸数を表示



９　消費者物価

○令和4年4月の消費者物価指数（総合）は7か月

連続して前年を上回った。

○ガソリンの価格は、令和2年11月中旬から上

昇傾向にあったが、令和4年3月中旬からは

低下傾向にある。
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総合 令和4年4月 2.3％

生鮮除く総合 令和4年4月 2.1％

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合 令和4年4月 0.2％

（前年同月比増減率）

総務省「消費者物価指数」

※ 消費者物価指数は令和２年基準による。
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＜原則毎週月曜調査＞
(円/L)

30年10月22日

160.7円
2年1月27日

152.5円

資源エネルギー庁「石油製品価格調査」

2年5月11日

126.7円

4年3月14日

176.0円

2年11月16日

133.6円29年7月10日

131.6円

4年6月6日

170.4円



※増減率は前年同期比

　長良川温泉旅館組合、高山市、下呂市からの情報提供による。

10　観光

人泊 構成比 人泊 構成比

計 606,280 100.0% 2,610 100.0%

韓国 23,000 3.8% 40 1.5%

中国 65,930 10.9% 210 8.0%

香港 4,190 0.7% 0 0.0%

台湾 9,660 1.6% 30 1.1%

アメリカ 159,770 26.4% 100 3.8%

カナダ 3,380 0.6% 30 1.1%

イギリス 7,950 1.3% 50 1.9%

ドイツ 7,960 1.3% 40 1.5%

フランス 11,120 1.8% 10 0.4%

シンガポール 11,710 1.9% 10 0.4%

タイ 10,980 1.8% 190 7.3%

オーストラリア 5,040 0.8% 0 0.0%

その他 250,010 41.2% 1,460 55.9%

(備考)

1．国土交通省「宿泊旅行統計」より

2．計には国籍（出身地）不詳を含むため、内訳とは一致しない。

3．下表の調査は従業者数10人以上の施設を対象としており、上表の計とは一致しない。

施設所在地別、外国人延べ宿泊者数の国別内訳
(従業者数10人以上の施設、令和4年1-3月)

国籍(出身地）
全国 岐阜県

令和3年1-3月 令和4年1-3月 増減率(%)

延べ宿泊者数 822,760 974,550 18.4

内外国人延べ宿泊者数 9,910 3,910 △ 60.5

延べ宿泊者数 62,216,080 85,168,540 36.9

内外国人延べ宿泊者数 928,830 755,730 △ 18.6

延べ宿泊者数（内外国人延べ宿泊者数）前年同期比較

岐阜県

全　国

（人） 増減率 （千人） 増減率 （人） 増減率

304,981 △ 1.1 3,827 11.0 1,085,299 0.4

143,737 △ 52.9 1,598 △ 58.2 646,663 △ 40.4

114,534 △ 20.3 1,379 △ 13.7 538,002 △ 16.8

Ⅰ 66,641 7.0 635 6.2 280,215 △ 0.2

Ⅱ 79,801 △ 2.2 1,237 15.1 253,736 0.1

Ⅲ 81,876 △ 0.1 712 17.5 275,559 6.7

Ⅳ 76,663 △ 7.2 1,243 6.3 275,789 △ 4.3

Ⅰ 47,953 △ 28.0 525 △ 17.3 232,532 △ 17.0

Ⅱ 7,487 △ 90.6 82 △ 93.4 37,930 △ 85.1

Ⅲ 35,278 △ 56.9 317 △ 55.5 147,929 △ 46.3

Ⅳ 53,019 △ 30.8 674 △ 45.8 228,272 △ 17.2

Ⅰ 16,026 △ 66.6 203 △ 61.3 98,367 △ 57.7

Ⅱ 15,959 113.2 247 201.2 92,730 144.5

Ⅲ 31,316 △ 11.2 377 18.9 142,499 △ 3.7

Ⅳ 51,233 △ 3.4 552 △ 18.1 204,406 △ 10.5

R4 Ⅰ 22,933 43.1 322 58.6 142,929 45.3

R3

R2年計

R2

R元

H31

R3年計

主要観光地　観光(宿泊)客数の推移

年期

長良川温泉旅館
宿泊客数

高山地区（旧高山市）
入込観光客数

下呂温泉
宿泊客数

R元年計

○1-3月期の主要観光地の観光（宿泊）客数は

高山地区（旧高山市）、長良川温泉旅館、下呂

温泉で前年を上回った。

＜参考＞

○宿泊旅行統計によると、県内延べ宿泊者数は前年を上回った。

※宿泊者数は令和3年、令和4年とも速報値であり、確報時に数値の変動があり得る。



11　金融

○県内の国内銀行の貸出残高は、令和4年4

月は前年同月比1.1％減となり、7か月連続

して前年同月を下回った。

○円・ドル為替レートは令和3年1月以降は円

安方向に推移している。
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日本銀行ホームページより

令和4年4月

135.83円

令和4年4月

126.04円



（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

連 45,663 (1.9) 2,931 (△34.3) 2,679 (△36.9) 1,996 (△20.5)

予 53,000 (16.1) 3,200 (9.1) 3,000 (12.0) 1,900 (△4.8)

連 16,063 (15.7) 2,135 (15.3) 2,063 (15.7) 1,452 (17.9)

予 17,000 (5.8) 2,200 (3.0) 2,120 (2.7) 1,465 (0.8)

連 27,960 (9.9) 2,439 (△19.6) 2,440 (△21.7) 1,689 (△23.1)

予 30,000 (7.3) 2,520 (3.3) 2,740 (12.3) 1,960 (16.0)

連 6,485 (54.2) 981 (243.0) 1,042 (220.0) 694 (212.2)

予 7,274 (12.2) 1,035 (5.5) 1,049 (0.7) 730 (5.2)

非 1,830 (43.1) 213 (254.4) 215 (223.5) 147 (221.6)

予 7,440 (3.5) 545 (6.3) 565 (5.1) 390 (7.5)

連 401,138 (24.0) 70,821 (83.3) 74,394 (82.7) 41,232 (60.4)

予 426,000 (6.2) 67,000 (△5.4) 67,000 (△9.9) 42,000 (1.9)

連 164,472 (9.4) 10,756 (19.9) 14,615 (30.3) 9,803 (22.8)

予 178,000 (8.2) 12,500 (16.2) 14,000 (△4.2) 10,000 (2.0)

連 14,075 (△9.5) 149 - 325 (803.6) 53 -

予 18,500 (31.4) 450 (200.4) 430 (32.3) 80 (50.2)

連 25,907 (13.1) 3,092 (48.3) 3,555 (39.0) 1,732 (34.8)

予 26,000 (0.4) 3,235 (4.6) 3,555 (0.0) 1,788 (3.2)

連 12,410 (4.8) 864 (△25.3) 945 (△22.3) 680 (△20.7)

予 13,400 (8.0) 1,150 (33.0) 1,200 (26.9) 850 (25.0)

連 36,905 (2.3) 4,044 (△3.3) 3,954 (△4.0) 2,531 (△10.4)

予 39,223 (6.3) 3,448 (△14.7) 3,548 (△10.3) 2,435 (△3.8)

連 20,228 (5.2) 622 (△45.6) 753 (△29.5) 478 (66.1)

予 21,000 (3.8) 1,000 (60.7) 1,000 (32.7) 800 (67.0)

連 10,897 (2.4) △ 62 - 9 (△98.9) △ 2,448 -

予 12,000 (10.1) 150 - 150 - 100 -

非 16,016 - 463 - 478 - 361 -

予 16,470 (2.8) 360 (△22.3) 360 (△24.8) 250 (△30.9)

連 16,603 (11.2) 463 (110.3) 606 (56.7) 264 (△13.2)

予 16,940 (2.0) 345 (△25.4) 470 (△22.3) 290 (9.9)

各社決算短信より作成。連は連結、非は非連結、予は通期予想。（　）内は対前年同期増減率。 

<参考>　県内に本社を置く上場企業の業績①：製造業

社名 業種 決算
売上高 営業利益 経常利益 純利益

上場市場 本社所在地

製
造
業

丸順 金属製品 3月
東証スタンダード
名証メイン

大垣市

信和 金属製品 3月
東証スタンダード
名証プレミア

海津市

ＫＶＫ 機械 3月 東証スタンダード 富加町

富士変速機 機械 12月 名証メイン 岐阜市

和井田製作所 機械 3月 東証スタンダード 高山市

太平洋工業 輸送用機器 3月
東証プライム
名証プレミア

大垣市

イビデン 電気機器 3月
東証プライム
名証プレミア

大垣市

ＴＹＫ
ガラス・土石
製品

3月 東証スタンダード 多治見市

レシップHD 輸送用機器 3月
東証プライム
名証プレミア

本巣市

未来工業 化学 3月
東証プライム
名証プレミア

輪之内町

美濃窯業
ガラス・土石
製品

3月 名証メイン 瑞浪市

ハビックス パルプ・紙 3月 東証スタンダード 岐阜市

ムトー精工 化学 3月 東証スタンダード 各務原市

※富士変速機は2022年12月期第１四半期決算の業績を記載した。信和の経常利益は税引前利益を記載した。
※通期予想の増減率が－となっている企業は、「収益認識に関する会計基準」等を適用するため増減率の記載がない。
※2022年4月4日から、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の市場区分が変更された。

サンメッセ その他製品 3月 東証スタンダード 大垣市

セブン工業 その他製品 3月
東証スタンダード
名証メイン

美濃加茂市

3月期決算企業の2022年3月期決算の売上高は、13社のうち12社で前年を上回った。



（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

連 16,704 (8.3) △ 157 - △ 59 - △ 42 -

予 20,286 (21.4) 248 - 287 - 143 -

連 40,165 (△1.6) △ 131 - △ 48 - △ 173 -

予 57,000 (5.3) 200 (△16.4) 290 (△26.7) 80 -

連 732,519 - 21,205 - 24,140 - 9,014 -

予 750,000 (2.4) 22,700 (7.0) 25,000 (3.6) 11,500 (27.6)

非 208,084 (3.7) 20,918 (△1.7) 21,347 (0.0) 14,301 (△2.9)

予 216,800 (4.2) 17,500 (△16.3) 17,500 (△18.0) 11,900 (△16.8)

連 28,238 - 1,144 (34.2) 1,341 (40.6) 803 (38.9)

予 59,000 - 2,150 (6.2) 2,400 (8.3) 1,550 (9.7)

連 607,657 (2.6) 27,545 (12.2) 30,269 (9.1) 17,255 (3.6)

予 620,300 (2.1) 31,430 (14.1) 34,430 (13.7) 21,700 (25.8)

連 48,254 (1.0) 1,314 (△12.6) 1,431 (△12.1) 966 (△0.5)

予 50,000 (3.6) 1,720 (30.8) 1,770 (23.6) 1,140 (18.0)

連 123,484 (4.6) 8,252 (13.1) 8,878 (10.3) 5,806 (5.9)

予 130,307 (5.5) 7,782 (△5.7) 8,109 (△8.7) 5,998 (3.3)

連 7,060 (7.8) 81 - 120 - 101 -

予 7,700 (9.1) 190 (132.8) 200 (65.7) 149 (47.8)

連 13,197 - 1,153 - 1,216 - 774 -

予 13,258 (0.4) 828 (△28.2) 882 (△27.4) 537 (△30.6)

連 5,716 (7.8) 1,566 (25.5) 1,688 (31.4) 1,273 (40.7)

予 6,378 (11.6) 1,424 (△9.1) 1,433 (△15.1) 935 (△26.5)

連 11,822 - 613 - 820 - 562 -

予 55,500 (10.2) 3,270 (4.2) 3,290 (2.3) 2,247 (13.6)

連 4,825 (23.4) 471 (25.2) 498 (24.2) 303 (16.8)

予 6,200 (17.6) 345 (△10.2) 365 (△9.4) 235 (△0.8)

連 2,613 (23.9) 302 (45.4) 294 (24.5) 192 (20.5)

予 4,616 (7.1) 400 (27.7) 405 (17.6) 271 (22.8)

各社決算短信より作成。連は連結、非は非連結、予は通期予想。（　）内は対前年同期増減率。 

<参考>県内上場企業の業績②：金融機関を除く非製造業

社名 業種 決算
売上高または営業収益 営業利益 経常利益 純利益

上場市場 本社所在地

非
製
造
業

ジーエフシー 卸売 3月 東証スタンダード

バローHＤ 小売 3月
東証プライム
名証プレミア

笠松町

大光 卸売 5月 東証スタンダード 大垣市

岐阜市

多治見市

セリア 小売 3月 東証スタンダード 大垣市

ヒマラヤ 小売 8月
東証プライム
名証プレミア

岐南町

セイノーＨＤ 陸運 3月
東証プライム
名証プレミア

大垣市

エスライン 陸運 3月
東証スタンダード
名証プレミア

岐阜市

トーカイ サービス 3月 東証プライム 岐阜市

中広 サービス 3月
東証スタンダード
名証プレミア

各務原市

文溪堂 情報・通信 3月 名証メイン 羽島市

日本一ソフトウェア 情報・通信 3月 東証スタンダード

岐阜市

電算システムHD 情報・通信 12月
東証プライム
名証プレミア

岐阜市

メイホーHD 建設 6月
東証グロース
名証ネクスト

※決算期が3月以外の5社については、それぞれ、大光は2022年5月期第3四半期、ヒマラヤは2022年8月期第2四半期、電算システムHDは2022年12月期第1四半期、
メイホーHDは2022年6月期第3四半期、岐阜造園は2022年9月期第2四半期の業績を記載した。
※連結業績または通期予想の増減率が－となっている企業は、「収益認識に関する会計基準」等を適用するため増減率の記載がない。
※電算システムは2021年7月より電算システムHDに移行。電算システムHDは単独株式移転により設立のため、対前期増減率はない。
※2022年4月4日から、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の市場区分が変更された。

岐阜造園 建設 9月 名証メイン 岐阜市

3月期決算企業の2022年3月期決算の売上高は、7社のうち7社で前年を上回った。


